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≪基礎賦課額に係る賦課限度額引き上げ≫

現行 改正後

６６万円 ６７万円

２６万円 ２６万円

１７万円 １７万円

１０９万円 １１０万円

≪軽減対象世帯に係る所得判定基準の見直し≫

・５割減額の対象となる世帯の所得判定基準額

現行

改正後

・２割減額の対象となる世帯の所得判定基準額

現行

改正後

影響世帯数

賦課限度額 １３世帯

軽減判定 ４１世帯

合計 ５４世帯

基礎控除額４３万円＋３０．５万円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）

基礎控除額４３万円＋３１万円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）

基礎控除額４３万円＋５６万円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）

基礎控除額４３万円＋５７万円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１）

２，９０９，２３５円

△９１６，１００円

影響額

１，９９３，１３５円

国民健康保険料賦課限度額引上げ及び
軽減対象世帯に係る所得判定基準の見直しについて

（１）改正の趣旨及び内容

  ○改正の趣旨

　　国民健康保険の被保険者間の保険料負担の公平性の確保及び中低所得層の保険料負担の軽減を図る
観点から、保険料の賦課限度額を見直すとともに、国民健康保険料に係る軽減措置の判定基準となる金額に
ついて、消費者物価指数など経済動向等を踏まえ、所要の見直しを行う。

　○改正の内容

　　令和７年１２月２６日に閣議決定された令和８年度税制改正大綱において、国民健康保険税の課税限度額
の見直し及び低所得者に係る国民健康保険税の軽減判定所得の見直しが行われたことに伴い、国民健康保
険料についても同様の見直しを行うため、国民健康保険法施行令の一部を改正する政令が公布された。
　本市においても、令和８年４月１日から国民健康保険料の基礎賦課額に係る賦課限度額の引き上げ、被保
険者均等割額及び世帯別平等割額を減額する基準の５割減額及び２割減額の対象となる世帯の範囲を拡大
するため、銚子市国民健康保険条例について所要の改正を行う。

（２）影響額

限度額区分

基礎賦課限度額

後期高齢者支援金等賦課限度額

介護納付金賦課限度額　（改正なし）

限度額合計


